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安井修

1.はじめに

本稿は， 1991年 11月に，享年59歳で亡くなられた高須賀義博先生への追悼

論文である。はじめに，先生への私的な想いを記すことを許していただきたい。

私は先生のゼミ生ではなかったが，学部の時から論文を書いてはコメントを

いただくということを繰り返していた。そして大学に職を得てからも，そうし

た関係は変わらなかった。その意味では，自分自身としてはいまでも先生の門

下生の一人であると考えている。しかし，いろいろな意味で，決して忠実な弟

子ではなかった。

私は，小樽商科大学に勤務していた頃，内地留学の機会が与えられ (1976年

度)，先生の下で半年間研究することとなった。その時，先生から「監訳の仕事

は引き受けてやるから翻訳の仕事をしないか」と誘われた。しかし，私は断っ

た。いまから思うと，その頃の先生は，留学から帰られた後で，森嶋や置塩の

数理経済学的な仕事を高く評価し，その延長上に，欧米のマルクス・ルネサン

スに強い興味をもっておられたのではないかと思われる。事実，それからしば

らくして，翻訳が相次いで、刊行され，先生の下に優秀な弟子達が育ち始めた。

いま近代経済学で活躍している池尾氏， SSA理論の都留氏， (少し後になるが)

レギュラシオン理論の海老塚氏や植村氏は，そうした環境の下で研究者の道を

歩み始めていたのである。そして先生は，内地留学で訪れた私をそうした隊列

に加えようとされたのであろう。

私が断ったのは，内地留学期間中にやりたかったことが他にあったからであ

る。私は n資本論』の競争論的再編~ (香川|大学経済学会)という著作で述べ
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28 香川大学経済論叢28ー

たように，小樽商科大学に就職した時から， <新しい型の柾会主義(市場社会主

『資本論』体系を再検討する〉という課題を自らに課

しかし私は，学部・大学院を通して経済原論専攻であり，社会主義

を本格的に研究したことは一度もなかった。そこで，内地留学を利用して，社

会主義の基礎的研究をしようと考えていたのであった。

私は，翻訳の仕事をする気には到底なれなかったのである。 その上，私は，

のままではマルクス経済学は「解体」性ざるをえないと考える点で先生と同じ

意見であったが r再生」への道を輸入学聞に頼る必要はないと考える点で，先

これ以降，私の問題意識と先生の問題意識はすれ違

うこととなり，先生が私の問題意識を積極的に評価して下さったことは生涯一

したがってその当時の

v 
'-

生と意見を異にしていた。

しかしこれも，すべて先生らしい教育の仕方であった。学部時度もなかった。

代の荒憲治郎先生も大学院時代の種瀬茂先生も，

その後その問題意識に沿って質問をしてくれるというタイプの聞いてくれて，

あくまでも自分の問題意識に学生を呼び

したがって，先生の問題意識に共

しかし高須賀先生は，

込んで鍛えるというタイプの先生であった。

鳴しない学生にはほとんど興味を示さなかった。興味を示されない下でもきち

んとした研究を続けるということは厳しいことであり， これも先生なりの鍛え

方の一つであったかもしれない。先生が突然亡くなられたいま，私の仕事を理

したがって私は，先生との距離解していただくことは永久に不可能となった。

はそのままにして，先生への追悼論文を書きたいと考えている。

いくつかの分野で数多くの仕事を残された。やはりインフレーショ

ンの理論的・実証的研究が第一の仕事であろう。生産価格論や独占価格論，更

には価値尺度論等がそれに絡んでくるテーマであった。 しかしどちらかといえ

インフレーションに関する仕事は，先生の初期の労作であれ最近はむし

ろマルクスの価値論の存在意義に焦点、をあてておられたように思われる。それ

も最終的な結論にまで到達することはなかったかもしれないが， スラッファを

(1) この問題に関する私の現在の到達点は，拙稿 (12)に雪いである。いまのマルクス経済

学のなかでは話題となることもないが，あわせて読んでいただければ幸いである。
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まず私達のいうことを黙って

先生であった。

先生は，

ば，
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29 「再生産の局商分析」論 29-

意識しながら価値概念の再構成を意図していたことは明らかであり，それを通

して，資本主義の構造的な分析(先生の言葉でいえば，平均的世界の分析)を

行うことができるはずであった。ただそうなると，マルクス経済学に立脚する

以上(先生はマルクス経済学の現状にいつも鋭い批判を放ちながら，結局はマ

ルクス経済学から離れるということはなかった)，資本主義の不安定性をどこか

に求めなければならない。それは先生においては，産業循環論(先生の言葉で

いえば，平均化機構論)の構築であった。本稿のタイトルである「再生産の局

面分析」論も，その産業循環論構築の不可欠の一環であった。私自身も，恐慌・

産業循環論を研究していたので，先生から論文の抜刷をいただく度に，自分の

立場から批判的なコメントを書いていた。いまそれを再度確認することを通し

て，先生へのお別れとしたい。なお本稿では，先生の研究に対する高い評価で

はなく，むしろ先生の研究に対する強い批判が中心となっている。しかし，そ

うした学問的態度を一番喜んで下さるのが先生であったと私はいまでも確信し

ている。

II. W再生産表式分析~ (高須賀(3 )) 

マルクス経済学の戦後の論争のなかで，恐慌・産業循環論は一つの焦点であっ

た。宇野弘蔵や山本二三丸の均衡論批判といった立場(恐慌・産業循環論に再

生産表式を利用することに批判的な立場)も含めていえば，恐慌論と再生産表

式論との関係はその中心的な論点であった。論争自体は，かつて拙稿(ll)で総

括したように， (いろいろなバリエーションはあるが)最終的には再生産表式に

依拠して恐慌・産業循環論を説くことはできないという形で決着がついたと思

われる。富塚(9 )から井村(1)へと受け継がれた議論がその軌跡を示している

といってよい。しかし高須賀(3 )は，かかる論争のなかで，再生産表式のもつ

意義についてきわめて先駆的な問題提起をした著作である。その意味では，こ

れは戦後のマルクス経済学の歴史に残る貴重な仕事であったと評価することが

できる。

( 2) 私は，学部学生の頃，近代経済学のゼミに在籍しながらマルクス経済学に興味をもって
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以下では，まずそのモデルを要約し，それに基づいて高須賀C3 )が提起して

いる命題を(その命題は「再生産の局面分析」論で重要な位置を占めることに

なるので)まとめておこう。高須賀(3 Jには，多くの問題提起が含まれている

が，ここでは後の展開に必要なところだけを取り出すこととする。したがって，

「第 2編拡大再生産表式の展開」の「第 4章価値表式の展開」に絞ること

としたい。

1. モデル

高須賀C3 1が使用しているモデルは，再生産表式そのものである。これを基

礎としながらも，その後，モデル自体が問題意識の変化とともに変化していく

こととなる。実は，本稿が扱う「再生産の局面分析」論に特有のモデルは，次

の高須賀C4 Jから登場する。定義等が混乱する恐れがあるので，この高須賀(3 ) 

のモデルは，高須賀(3Jそれ自身から引用せず，マルクスの再生産表式を利用

して説明しておこう。なお補論では，こうしたモデルの動きをシミュレーショ

ンによってわかりやすく解説するので，それも参照してもらいたい。

(WI二川1十M1

Wz = Cz+ Vz+Mz 

M1 = MC+MV1+MK1 

Mz = MCz+MVz+MKz 

寸
g
i
t
-

上の式では，添字の 1と2は部門を示し，期は付けていない。そこで，CとV

とM の初期値の大きさは既に与えられているとし，資本の有機的構成と剰余価

値率はとりあえず不変とする。いま，資本蓄積率 ((MC+MV)jM)をqとする

と，これが与えられば次年度の拡大の大きさが決まるから，次年度の成長率が

決まってくる。この関係は両部門とも同じであるから，ここに蓄積率と成長率

に関するこつの式が得られる。次に，両部門の交換関係は， V1+MV1+MK1 = 

Cz十MCzである。このうち，CzとV1の初期値は与えられているし，MV1+MK1

いた。そしてマルクス経済学の論争のうち，恐慌論をめぐる論争を一生懸命追いかけてい

た。高須賀 (3 )が出版されたのは，私にとってそのような頃であった。この著作を読ん

だ時，恐慌論と再生産表式論の関係についての私の疑問は，まさに目から鱗が落ちるよう

に氷解していった。そのことは今でも鮮明に思い出すことができる。
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31 「再生産の局面分析」論 31ー

は第 I部門の蓄積率 (ql)で表現できるし MCzは第II部門の蓄積率 (qz)で表現

できるから，両部門の交換関係は，両部門の蓄積率の関係を示す式となる。こ

うして，変数を両部門の成長率と蓄積率の 4とし，方程式を 3とする拡大再生

産の体系が構成される。高須賀(3 .l105頁参照。

これは，未知数の数が方程式より多いから，体系は未決定になる。しかし，

未決定であるが故に逆に，どちらかの蓄積率をさまざまに動かすことによって，

拡大再生産のさまざまな経路が描けるということになる。こうして，恐慌論を

めぐって出されたさまざまな議論(たとえば第 I部門の不均等的発展とか均等

的発展とか)を，このモデノレの分析対象とすることができるのである。その分

析の結果，高須賀[3 )が提起した結論は次のように要約できる。

2 均等的拡大再生産一命題 1

A.第 I部門が前期と同じ蓄積率を今期も維持すれば 1期遅れて，第II部門

の成長率もそれに等しくなれかくして均等拡大再生産が成立する。

B.第II部門が均等化するのは 1期遅れてであるから，初年度は不均等が発

生する。これは，第II部門の成長率が単に同じ年度の第 I部門の成長率(蓄

積率)によって影響を受けるだけでなく，前年度の第 I部門の成長率(蓄積

率)によっても影響を受けるからである。

3 資本の有機的構成の高度化と第 I部門の優先的発展 一命題2一

A.第 I部門の優先的発展の必然性は，表式そのものから論証されるものでは

ない。また，資本の有機的構成の高度化によって直接帰結されるものではな

い。(レーニンに対する批判)。

B. しかし，第 I部門の優先的発展の必要性は，表式そのものから結論づけら

れる。なぜなら，第II部門の優先的発展は拡大再生産の自由度を小さくする

から，拡大再生産軌道を永続的に維持するためにも，第 I部門の優先的発展

は必要で、ある。また，資本の有機的構成の高度化も拡大再生産の自由度を小

さくするから，第 I部門の優先的発展の必要性はさらに強化される。
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高須賀[3 )の出した結論のなかで，均等的拡大再生産への移行メカニズ、ムを

めぐっては，井村一高須賀の聞に論争が発生した。しかしわれわれは，その論

争自体に大きな意味があったとは考えていないので，ここでは言及しないこと

とする。高須賀(3)で提起された結論は，この後の高須賀論文のなかで，新た

な角度から取り上げられていくこととなる。新たな角度とは，再生産表式それ

自身の問題としてではなく，産業循環過程の一局面の問題として捉え直されて

いくこととなるのである。たとえば，第 I部門の優先的発展は産業循環過程の

好況過程を示すものとして捉え直され，それは必ず限界に衝突するが，その時，

均等的拡大再生産に移行できないのが資本主義の本質であり，そこに恐慌の必

然性があるというように，である。

補論 1 再生産表式のシミュレーション分析

ここでは，高須賀C3 Jとは異なった分析道具を使い，高須賀C3 )の命題を確

認しておこう。ここでは，パーソナル・コンビュータと Lotus1-2-3を使って

シミュレーション分析を行うこととする。

表 1は，マルクスの拡大再生産の例である。パーソナル・コンピュータと

Lotusl-2-3があればどこでも再現できるので，試していただきたい。 A列には，

第 I・第II部門の各項目名が入り 1行目には期間が入っている。したがって，

期間は左から右へ (B列から始まって， C →D→……)と流れていくこととな

る。われわれの分析も，出発点は，マルクスの拡大再生産の例をそのままとる

こととした。 O期の初期値は，セノレ番号 B2，B3， B4， Bll， B12， B13に入れる

こととしたので，そこに， 4000(ニ C1)，1000(= V1)， 1000(= M1)， 1500(= C2)， 

(3 ) 私は，恐慌・産業循環論をシミュレーションによって解明するという試みを続けてき
た。そこでは.Lotusl-2-3ではなく.Quick BASICで簡単なプログラムを書いて，シミュ
レーションを行った。近代経済学を含め，こうした試みはまだあまり多くないが，高須賀
先生のこれに対するコメントは産業循環がコンビュータで説明できるわけがない」と
いうそっけないものであった。
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表 1 再生産表式分析(拡大再生産)のシミュレーション

ーー議.
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80 
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22第二部門の資本の有機的構成

2 3 4 

4840 5324 5856..4 

1210 1331 1464..1 

1210 1331 1464.. 1 

7260 7986 8784..6 

0..1 0..1 0.. 1 

484 532..4 585“ 64 

121 133.. 1 146..41 

605 665..5 732.05 

1760 1936 2129..6 

880 968 1064..8 

880 968 1064..8 

3520 3872 4259..2 

0..1 0.. 1 0..1 

176 193..6 212..96 

88 96..8 106ゎ 48

616 677.. 6 745ド 36

0..5 

4 

2 
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ー結 ・...

5 

6442..04 

1610..51 

1610..51 

9663. 06 

。“ l

644..204 

161051 

805.. 255 

2342引 56

117L 28 

117L28 

4685..12 

0.. 1 

234ド 256

117.128 

819..896 

750(= V2)， 750(= M2)という値を入れた。 W1とW2 (セル番号で B5とB14)

は， それぞれの構成要素(CとVとM)を合計すωる式によって計算されている。

次に，剰余価値の分割を考えるためには，蓄積率や資本の有機的構成を与え

ねばならないが，後にこれらの値を変化させて， さまざまな成長経路をシミュ
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レーションしようと考えているので，それを成長経路の枠外 (D20，D21， D22) 

に与えている。かくして，たとえばO期末の MC，は，表 1では 400となってい

るが，この B7のセルには， +(B4*$D$20 *$D$21)/(1十$D$21)という式が

入っている。そして， B8のセルの MV，には，+B7/$D$21という式が入ってい

るから， MC，と MV，は 4 1になっている。 B9のセルの MK1には，+B4 

B7-B8という式が入っていて，表示では， 500となっている。いうまでもなく，

第 I部門の資本蓄積率を与えたら，自由度 lの体系である再生産表式は，第II

部門の資本蓄積率は均衡が保たれるように決められねばならない。かくして，

B 16のセルの MC2には，+B3+B8+B9-Bllという式が入っていて，表示で

は， 100となっている。残りの MV2とMK2については，繰り返す必要はないだ

ろう。

0期が与えられれば，1期は次のように与えられる。C，は前期の C1十MC1で

あるから，C2のセノレに， +B2十B7という式を入れればよし C3のセノレの V1に

は，+B3+B8という式を入れればよい。 C4のセルの M1には，剰余価値率が

100%で不変とすれば， +C3と入れればよい。第II部門の C2とV2とMzの扱い

も同様である。そして 1期の剰余価値の分割は， 0期と同様に処理すればよ

いから， 0期のものを 1期のところへ複写してやればよい。こうして 1期が完

成するから，この 1期を複写元とし，その右に 30期でも 50期でも自由に複写

先をとればよい。こうして，シミュレーションの基礎的な関係はできあがる。

ワークシート上は数値が表示されているが，実際は式が入れられており，した

がって鍵となる蓄積率や資本の有機的構成を変化させると，セルに入れられて

いるのは式であり，その式は変わらないから，結局ワークシート上の数値だけ

が自動的に変化していくこととなる。成長率の計算した箇所をグラフで表示さ

せるようにしておけば，蓄積率等を変化させると，自動的にグラフも変わるこ

ととなる。そこで，いくつかのシミュレーショ νをみてみよう。

1“ シミュレーション・その 1一一第 I部門の蓄積率を変化させた場合一一
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すでに，高須賀(3 1によって，第 I部門の蓄積率を不変に維持し続けると，

第II部門は 1期遅れてではあるが，第 I部門と同じ成長率経路に入っていくこ

とになることが証明されている(命題 1)。この命題 1は，われわれのシミュレー

ションでも簡単に確認できる。表 1は，印刷の大きさの関係で 5期までの動

きしか表示してないが，両部門とも 10%の均等成長経路を走っている。

そこで次に，第 I部門の蓄積率を変化させてみよう。いうまでもなく蓄積率

を上昇させれば，成長率は上昇し，蓄積率を低下させれば，成長率は低下する。

マルクスの例を使うと，規則的な変化になり，蓄積率を o1， 0 2， 0.3， 0.4， 

o 5， 0..6と変化させると，均等成長率は， 0..02， 0“04， 0.06， 0.08， 0.1， 0“12 

と変化する。蓄積率はもちろん 1以上にはならないが，この場合では 0..7とす

ると，第II部門の 1期の成長率にマイナスが出るので，そのあたりが上限にな

る。ここでは，蓄積率を一度上昇させると，その後は不変に留まる形になって

いるが，もし連続的に上昇させたらどうなるかという問題がある。それは資本

の有機的構成の変化を取り上げた後にみることとしよう。

2 シミュレーション・その 2一一資本の有機的構成を変化させた場合一一

資本の有機的構成の変化といっても，ここでは限界的な(蓄積部分の)資本

の有機的構成の変化だけを取り上げることとする。資本の有機的構成は，第 I

部門・第II部門でそれぞれ変化させることができる。変化といっても，ここで

はまず，一度上昇した後は同じ値を維持し続けると想定してみよう。結果は次

のようになる。まず第 I部門の資本の有機的構成を高めると，成長率は鈍化す

る。逆に低めると，成長率は高くなる。高須賀(3 )が，すでに資本の有機的構

成の高度化は拡大再生産の自由度を縮小させる要因であることを明らかにして

いる(命題 2)が，そのことが裏付けられることとなる。

ただ，細かくみると，第 I部門の資本の有機的構成を変化させる場合，第II

部門が早く均衡経路に入っていき，これに第 I部門が追いついていくという形

をとる。そして追いついていく時は，資本の有機的構成を高くしていくと，第
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I部門は高いところから低い均衡水準に近づいていくのに対し，資本の有機的

構成を低くしていくと，逆に，低いところから高い均衡水準に近づいていくこ

とになる。

他方，第II部門の資本の有機的構成を変化させると，第 I部門の蓄積率は

50%で不変で，資本の有機的構成も不変でトあるから，第 I部門は当然 10%の均

衡経路を走ることとなり，これに第II部門が追いついていく(資本の有機的構

成を高めると，低いところから追いつき，逆に高めると，高いところから追い

つく)ということになる。

いずれにせよ，以上の分析は，一度上昇した後は，同じ値を維持し続けると

いう想定であるが，もし不断に上昇し続けるなら，次のようになるだろう。ま

ず，第 I部門の資本の有機的構成を高めていくと，低い成長経路に乗り移って

いく形で，成長率が鈍化し続けることとなる。この成長率の鈍化を防ぐには，

第 I部門の優先的発展が必要となるというのが，高須賀C3 Jの命題2であった。

他方，第II部門の資本の有機的構成を高めていっても，第 I部門の条件を変え

ない以上，同じ成長率が維持される。但し，第II部門が第 I部門に近づく時に，

次第に低い水準から近づくこととなる。いずれにせよ，第II部門の資本の有機

的構成の高度化は，拡大再生産の自由度の縮小するものとはいえない。

3.. シミュレーション・その 3一第 I部門の蓄積率を毎期上昇させた場合一

資本の有機的構成の変化を分析した時，まずく一度上昇した後，同じ値を維

持し続ける場合〉を考え，それを前提として連続的に上昇したらどうなるかを

推測した。したがって，閉じ手法を蓄積率の変化に当てはめることもできる。

即ち，一度蓄積率を上げそれを維持し続けると，高い均衡経路に入っていくの

であるから，この変化を連続的にすると，たえず成長率が上昇していくことに

なる，というようにである。ただ，この問題は重要なので，推測でなく，実際

に蓄積率を上昇させてみよう。

そこで，蓄積率が毎期3%ずつ上昇するようにする。そのために，たとえば，
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図 1 再生産表式のシミュレーション
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0期の MC1の計算に際して，蓄積率部分を，$D$20 * (L03) Blとすればよい。

O期の MV1も同様である。ワークシートの 1行自は期を表しているから，これ

を複写してやれば，蓄積率x(1十0，03)tが複写されることとなるのである。

そして， MK1や第II部門の MCz・MVz・MKけま，先の例と同様に，均衡が保た

れるように決定されることとなる。この結果をグラフに表示したのが，図 lで

ある。ここから，まず第一に，両部門とも成長率が上昇し続けることが確認で

きる。こうして，蓄積率を上昇させると，成長率が上昇する経路を走ることが

シミュレーションによって示されることとなる。第二に注意すべきことは，両

部門とも成長率は上昇している(図 1の45期間の間ではという意味である)が，

第 I部門の成長率が第II部門の成長率より高く伸びていることである。即ち，

ここに第 I部門の不均等的な拡大が生じていることとなる。いうまでもなく，

第 I部門の不均等的な拡大は不均衡を伴うことなく進行するのである。(井村

(1)参照)。なお，図 1のように，たえず前期より 3%上昇する成長を長く続け

ると，いずれ第 I部門の蓄積率が lを越える(この例では 24期に 1を越える)
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こととなり，その場合は MK1がマイナスになってしまラこととなる。それは経

済学的には無意味であるから，この図 1は，第 I部門の不均等的拡大がわかり

やすいように，極端な(現実にはありえない)ケースをも示しているものと理

解していただきたい。

III. i再生産の局面分析j (高須賀 C4 J) 

上述したように，高須賀(3 )が再生産表式の分析が中心であったのに対し，

高須賀C41以降は，再生産表式分析で得た結論を積極的に産業循環過程に移し替

えて，その解明に役立てようとしていくこととなる。とはいえ，これを使って，

産業循環過程そのものを説明しようとするのではない。即ち i恐慌という形態

で処理される矛盾の累積はj，i別の要因(たとえば，生産と消費の矛盾，資本

の絶対的過剰生産)に求められる」。しかしここでは，恐慌の要因を求めるので

はなく i再生産の均衡条件は満たされるものと」した上で i各局面における

再生産構造の特色を浮かび上がらせよう j (204頁)とする，と。「再生産の局面

分析」とタイトルが付けられた所以である。

L モデル

この分析課題のために，高須賀C4 Jでは，モデ/レが大きく変えられることと

なる。モデ/レは次のように構成されている。

X1(t) = Kl(t+l)十K2(t+l)

L1(t+l) = β1・K1(t+1)

L2(t+1) = s2・K2(t+1)

Xl(t+l) = al・K1(t+l)

X 2(t+l) =ぬ.K2(t+1) 

X2(t)=ω(t)(L1(t+1)十L2(t+1))

""""，(1) 

…。(2)

…。自時・(3)

わ"，(4)

……(5) 

一""…(6)

【記号】 X"生産量 K"生産手段 L"労働時間(労働者数×一人当

り労働時間 α: X/K β: L/K ω:実質賃金率
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(1)式は，t期の生産手段生産量は，次期(t+1期)の両部門の生産手段量と

なることを示している式である。 (2)式から(5)式は，技術的な関係を示す式であ

る。 (6)式は，消費手段の需給式である。左辺が t期であるのに，右辺の雇用労

働者数が t+1期であるのは，蓄積部分に追加可変資本を入れるマルクスの想定

にしたがったものである。この定式をもっと具体的に考えるなら，次のように

理解すればよい。たとえば，第 I部門の生産物を鉄とし，単位をトンで示すと

する。第II部門の生産物は小麦とし，単位はキログラムで示すとする O とする

と，Kは生産手段(鉄で，単位はトン)であり ，Lは労働時間であり ，Xは生

産量(第 I部門では，鉄で単位はトン，第II部門では，小麦で単位はキログラ

ム)であり， ω:実質賃金率は 1時間当たりの小麦(キログラム/労働時間)と

なる。マルクスの再生産表式では価値で表現されているが，高須賀モデ/レでは

(処理しやすい)技術的関係を明示的に取り出した形になっているのが特徴で

ある。

さて，高須賀(4]では，上の(1)式を変形して，生産財の自由度方程式が次の

ように与えられる。

α1 - Gl(t)十 Q(t)G(t)
....(7) 

部門構成と成長率の関係は次のようになる。

Q(t) = Q(t-l)' G2(tーl)/Gl(ト 1)
わ時体)

次に， (6)式を変形して，消費財の自由度方程式が次のように与えられる。

ぬ/ω(t)= (sdQ(t)) Gl(t) + s2G2(t) …..(9) 

【記号】 G(t) ::粗成長率 (1+ g(t)) Q = Kl/K2 

このモデルの特徴は， (6)式をみればわかるように，資本家の消費をゼロとし

ていることであり，それ故蓄積率を両部門ともたえず 1としていることである。

それは，再生産表式的な想定でいえば，自由度を狭めたものとなっているといっ

てよい。しかし，蓄積率を両部門とも lとしていることが実は決定的な問題で

はない。問題は，このモデルの決定関係で、は，(7)式の生産財自由度方程式の G1
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とGzの関係を，たとえば「第 I部門の不均等発展を前提する」というように外

部から与えていることである。そうすると，その関係式が(9)式を充たすかどう

かわからないこととなる。つまり追加生産手段の配分比が何らかの形で決まる

と次期の KIとK2が決まり，そこから技術的に次期の LIとんが決まり，それ

以外に消費部分(資本家の消費)がないのであるから，消費需要の大きさが自

動的に決まってくる。しかし，それが(9)式を充たす保証はないということとな

る。

この問題を高須賀C3) (再生産表式)の想定(資本家の消費部分も含めた想

定)に戻していえば，次のようになる。第 I部門と第II部門の追加生産手段配

分比が何らかの形で決まったとすると，技術的に次期の LI→労働者の消費が決

まり，残差として第 I部門の資本家の消費が決まり，第 I部門の蓄積率が決ま

る。同様に，技術的に次期の第II部門の L2→労働者の消費も決まり，残差とし

ての第II部門の資本家の消費が決まり，第II部門の蓄積率も決まる。これは事

実上，同時に両部門間の蓄積率を与えることとなり，再生産表式でいえば過剰

決定である。したがって，阿部門間の交換関係を保証するものではない。過剰

決定を防ぐには，何かを未決定要因として登場させる必要がある。

かくしてここに，実質賃金率納付が(上の(7)(8)(9)式の体系であれば，それら

の式が同時に成立するような)調整因子として登場することとなる。そしてこ

のように設定すると，逆に，ここから成長経路と実質賃金率の関係が導かれる

ことともなる。都留(8 )の命題でいえば，たとえば第 I部門の不均等的発展の

下では，実質賃金率は必然的に低下し，ここに「生産と消費の矛盾」が検出で

きるというようにである。こうして，産業循環の局面分析をするために必要な

道具が(第 I部門の優先的な発展とか均等的発展とかだけでなしそうした発

展経路と労働者の消費との関係も)与えられることとなった。しかし，これは

他方で重要なものを捨象することとなっていった。即ち，高須賀(3 )のような

再生産表式では，蓄積率がどのように動くかで，拡大再生産のさまざまな経路
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(成長の経路や産業循環過程の経路)を示すことができるようになっていた。

そこには動学経路の分析についての無限の可能性が用意されていたのである。

ところが高須賀(4 1では，資本家の消費をゼロとし，両部門の追加生産手段の

配分比を外から与えるという形で，再生産表式を展開させることとなるのであ

るから，蓄積率についての問題は一切対象外となることとなる。これはいわゆ

る資本家の投資関数を問題としないということである。これでは，産業循環論

を展開することはできないことは明らかである。だからこそ高須賀川〕は，産

業循環そのものを対象とするのではなしあくまでも再生産の局面分析を行う

のだと課題設定したのであろう。しかしわれわれは，資本家の投資関数論を捨

象することによって，産業循環それ自体の分析が不可能になったということだ

けでなく，それは結局再生産の局面分析の意味を大きく制約することとなった

と考える。

高須賀(4 )では，以上を数量体系と呼ぶなら，もう一つ価格体系が与えられ

ている。ところが，ここで導入した価格体系は「一種の生産価格J (209頁)で

あった。その価格体系では，方程式は 2であり，変数は相対価格と均等利潤率

であり，すでに実質賃金率が与えられているのだから，解くことができる。し

かしこの設定はきわめておかしなものとなっている。なぜなら，対象としてい

るのは産業循環過程そのものではないが，それでも産業循環過程の各局面の分

析であり，そこでは，たとえば第 I部門の優先的発展が成立しているのである。

とすれば，当然利潤率が均等のはずがない。「一種の生産価格」を与えてはなら

ないのである。但iしこの点は次の論文で修正される。

2.. 再生産の局面分析

さて，以上のモデ、ノレを使って，再生産の局面分析は次のように構成されてい

る。単純再生産を出発点とし，それから拡大再生産が始まる。恐慌の勃発とと

もに，縮小再生産が始まり，最終的には純投資ゼロニ単純再生産に到達すると

いうわけである。
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まれ単純再生産から拡大再生産への移行は，第II部門の更新投資の一部分

が第 I部門へまわされるという想定をとっている。なぜ、このようになるのかと

いえば，高須賀モデノレでは資本家の消費は捨象されているので，追加投資部分

を設定するのに，資本家の消費部分を減少して，追加投資にまわすわけにはい

かないからである。その意味でこの想定は，モデルの制約性がもたらした特異

なものといってよく，一般的にあてはまる想定とはいえない。しかしもっと重

要な点は，そもそもなぜ単純再生産から始めなければならないのかという点で

ある。恐慌後の過程は，恐慌勃発直後は別として，投資が縮小していくのであっ

て，ゼロになるということではないだろう(いうまでもなし投資がプラスで

もGNPの成長率はマイナスになりうる)。その意味では，投資がきわめて低い

水準で定常状態に陥り，それがしばらく続いた後，何らかの契機で，上昇した

投資水準の拡大再生産に移行すると考えればよいであろう。その意味では，単

純再生産の想定は不要で、あるし，こうした想定は，実は次の論文からは消えて

し〉る。

次は拡大再生産である。拡大再生産にはいくつかのケースが考えられるが，

高須賀(4]は I両部門の成長率比率を第 l部門の優先的発展が可能な水準で固

定化する」ケース (Gz(t)/G1(t)= α，ただし α<1)を採用している。これは緩い

仮定であり，それでも恐慌の発生を説きうるからであるとしている。いずれに

せよ，この下では部門構成は加速度的に低下する(第II部門の比率が下がる)。

この拡大過程は，いずれ完全雇用の壁につきあたる。そうすると，生産財は全

労働力を雇用する水準以上に生産されたことになる。この時 I次期には完全雇

用になることを予見して，蓄積軌道を均等成長経路に収散させるか，あるいは，

第 2部門の優先的発展の方向に修正できれば，過剰生産は避けられる。だがこ

のようなことは無政府生産を特徴とする資本主義経済ではありえないであろ

うJo I第 1部門の優先的発展の加速化過程の終駕は，必然的に生産財の過剰生

産であり，それを契機として消費財も過剰となり，経済は縮小再生産に移行す
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るJ (214頁)。

高須賀「再生産の局面分析」論で注意すべき点は，第一に，一方では先にみ

たように恐慌論が直接的な対象ではないと留保しながらも，他方では必ず何ら

かの恐慌論を提起していることである。再生産の局面のなかに恐慌局面が含ま

れる以上，このことはむしろ当然のことであろう。しかし，そうなると，恐慌

論は直接的な対象ではないと留保したこと(留保するようなモデルを構成した

こと，即ち，資本家の蓄積率を変数から落としたこと)が大きな障害となって

くる。

第二に注意すべき点は，その高須賀「恐慌・産業循環」論である。高須賀論

文を全体としてみれば，高須賀「恐慌・産業循環」論は明らかに資本過剰説を

基調としているが，どこかで商品過剰説を接合しようと考えていたのではない

か，と思われる。この高須賀C4 1でいえば，一方では完全雇用の壁(ボトノレネッ

ク)を前提として恐慌を与えており，他方ではそれに伴う生産財の過剰生産を

強調するという構成になっている。まず完全雇用の壁についていえば，通常の

資本過剰説とは異なっている。このボトルネック論は純粋理論的にいえば全く

成立しえないというものではない。しかし，今日の論争ではこうした議論はほ

とんど支持を得られないものであろうし，実はこの後の高須賀論文でも放棄さ

れていくこととなる。したがって，ここでの完全雇用の壁なるものは，生産財

の過剰生産を提起する前提として取り出されたものと考えるべきであろう。次

に，もし資本過剰説と商品過剰説との折衷を考えるなら，商品過剰説の中心論

点たる実質賃金率の動向や労働者の消費の問題に積極的に踏み込まなければな

らない。先にみたように，この高須賀C4Jからは実質賃金率を調整因子として

いるから，拡大再生産過程と実質賃金率の動向とを関連づけることができるよ

うになったはずであり，商品過剰説的な議論に踏み込んでもよいはずであった。

しかし，この論文の過剰生産の説明では，先に引用したところからわかるよう

に，そのような展開になっていない。
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第三に注意すべきことは，そうした論点にまで踏み込まないなら，再生産の

局面分析として，そもそも第 I部門の優先的発展自体に言及する必要はないの

である。というのは，たとえ均等的拡大再生産でも，成長率が高ければ結局完

全雇用の壁(資本過剰説的にいえば，賃金率の上昇→利潤率の低下)に衝突す

るからである。要するに，資本過剰説に立脚するだけなら，第 I部門の優先的

発展の分析は必要不可欠ではないのである。したがって，第 I部門の優先的発

展を(証明するのではなく)外から前提しておいて，好況過程とは第 I部門の

擾先的発展過程であるという「再生産の局面分析」を行うだけなら，それは単

なるトウトロジーである。

補 論 2 高須賀モデノレのシミュレーション

高須賀C4 )は確かにモデルを構成したが，モデノレを数学的に解いてはいない。

たとえば(9)式をみればわかるように，その関数形が線形ではないので，数学的

な解を与えることは容易ではない。高須賀C4 Jのなかにも，たとえば実質賃金

率の動向について説明しているところがあるが，あくまでも断片的な説明であ

り，定差方程式の解に基づいた説明とはなっていない。そうした場合に便利な

(4 ) 実は，次の高須賀川〕の抜刷には実質賃金率の動向」についての「 部修正」文

が同封されていた。結局，数学的に解くことについてはうまくいかなかったようである。

なお，高須賀モデルを単純化すれば次のように処理することも可能である。

高須賀モデJレに両部門の構成比が一定に保たれるように生産手段が配分される」と

いう仮定を入れてみよう。そうすると， (1)式の左辺は ((4)式から)K附}で表現され，右辺

はね(t+l)で表現されるから， 1階の向次線形定差方程式になり，数学的時は簡単に解くこ

とができる。たとえば，K，fK， = b(b :一定)とすると，定差方程式の解は，Kl(t) = K，附

(σ，/(l+b))'となる。純生産可能条件によってぬ>1であり，ぬ=l+bなら単純再生産

となる。ぬは技術係数であるから，拡大再生産の自由度を大きくするためには，bを小さ

くする必要がある。これが第 I部門の優先的発展の必要性(高須賀命題2)である。高須

賀命題2のうち，資本の有機的構成の変化の問題は微妙である。 s=L/Kは，いわば資

本の技術的構成(の逆数)であり，資本の有機的構成とは異なるが，ここでは一応 βで考

えてみよう。その場合，定差方程式の解をみればわかるように， βが高度化しでも成長経

路には直接に関係しない。ただ，その他の条件が変わらないとすれば，ふの低下(資本の

技術的構成の高度化)はぬの低下をもたらすであろう。それは拡大再生産の自由度を小

さくすることとなる。その意味では，高須賀命題は一応当てはまると考えてよい。但し，

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



「再生産の局面分析」論 45ー45 

方法がコンピュータを使ったシミュレーション分析である。モデlレは，先の(7)

(8)(9)に次の式を加えたものとなる。

GZ(t)/G山 )=α )
 
mu 
l
 
(
 

"
 

"
 

α<1 

未知関数は，Gl(t)， Gz(t)， Q(t)， ω(りであり，次の関係が導かれる。

Gl(t) = α1/(1十α・Q(t)) 川(1l)

ω 刷"(12)

ぃ (1泊

…(14) 

Gz(t) = a-Gl(t) 

Q(t) =α・Q(t-l)

ω(t) = α'Z/(sl・G山 )/Q(t)+ sZ・Gz(t))

ここでは Lotusl-2-3を使うことになるが，詳細なシミュレーションを行う

なら， Quick BASICを使うとよい。その場合は， (1lト(14)式の関係のなかに，Q

の初期値 (Q(O))を与え， (13)式を先頭にもってくれば，体系は決定されることとな

る。というのは，プログラミングによるシミュレーションでは「右辺を左辺に

代入する」という関係が成立していなければならないからである。ここでは，

s2の変化ではそうした問題は発生しないのであって，それはすでに再生産表式のシミュ

レーションで確認したことである。

他方， (6)式は本来は非線形である。しかし， ω(t)=ωとし両部門の構成比が一定に

保たれるように生産手段が配分される」という仮定をここでも入れるとすると， (6)式の左

辺は X2itl→K2(t)→Kl(t) と置き換えられ，右辺は K，(t+，)に置き換えられるから，結局(6)式ι1階の同次線形定差方程式となる。解はここでは省略するが，両方の定差方程式の解は

一致しなければならない。いうまでもなく， αや3は技術係数であるから，一致するには，

ωが変化しなければならない。つまり，成長過程が(1)両部門の構成比が一定に保たれ， (2) 

部門聞の均衡関係が維持されるように進行するには，実質賃金率 ωがいかなる水準でな

ければならないかが決まってくることとなる。 ωは， αやdといった技術係数を除けば b

の関数になるから，この関数関係から， ωとbの関係(bを上下に変化させた時の ωの動

き)を調べることができる。つまり ，bが低下すれば(第 I部門の優先的発展とは bの連

続的な低下でなければならないが， bの変化を比較静学的にとらえるとすれば，bの低下

は第 I部門の優先的発展を示すものと理解することができる)， ωは低下しなければなら

ない，というようにである。

以上のやり方も一つのやり方ではあるが，高須賀(4)ではそうした方法を採用しな

かった。そこでは，まず，両部門の成長室容を未知関数とし ((7)(8)式)，両部門の成長率比

について何らかの仮定 (G2(叫/Gl(t)= α)を置くことによって， G，や G2や Qの動きが決

まってくることとなる。そして，それをまず優先的に与え，それに合うように(9)式が決

まってくるとすること，そのために実質賃金率 =ω を未知関数としたのである。その結

果，数学的には少し複雑なモデルとなった。
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高須賀モデルのシミュレーション
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ワークシートを次のように構成するとしよう。(表 2参照)。

αと3といったパラメータは，先のマルクスの再生産表式に合うように適当

に選んで、ある。たとえば，ぬ =2は，マルクスの例のように， 3000/1500として

計算されている。しかし，マルクスの単位は価値であるから，ここでの小麦(キ

ログラム)/鉄(トン)とは全く異質である。その意味では，再生産表式に合う

ようにといっても，あくまでも比輪的な意味でしかない。セノレ B2の Glには臼1)

式として， +$B$7/(1 +$B$12 * B4)， B3の G2には(12)式として， +$B$12 * B2， 

B4の Qには(13)式として， +$B$l1， B5のωには(14)式として， +$B$8/($B$9 * 

セJレC4に仰)式として， +B4*$B$12を入れ，残B2/B4+$B$10 * B3)を入れ，

2期以降は 1期のものをすべて右に複写すれりの 1期はO期のセJレを複写し，

ばよい。 G1とGとωをグラフに描き， αの値や αやdといったパラメータを

グラフを観察すればよい。

ここでは，パラメータを動

適当な範囲内で動かしてみて，

さて，結果はどのように出てくるのであろうか。
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かすことは省略することとして， αを変化させてみよう。均等的拡大再生産は α

= 1である。この場合，上のようなパラメータや初期値では， G1 = Gzの値は，

(パソコンの表示画面上は)1 0909090であり(組成長率でなく 1を号|いた成長

率でいうと 9%位である)，ωは(パソコンの表示画面上は)1..5714285である。

αを1以上にすると，いうまでもなく第II部門の不均等的拡大再生産になり，し

かも成長率自体は次第に鈍化していく。拡大再生産の自由度が小さくなってい

くわけである(高須賀命題 2)。そしてこの場合は， ωは上昇する。これに対し

て， αを1以下にすると，第 I部門の不均等的拡大再生産になり， ωは低下する

こととなる。高須賀論文のなかには， β1とんの大小関係によって， ωが上昇し

たり，低下したりする場合があるという主張がある。しかし，こうした主張は

このモデルを前提する限り成立しない。第 I部門の不均等的発展では，必ず ω

は低下するのである。また，aが 1以上の場合とは異なり， αが 1以下の場合は，

成長率がある水準に到達すると，その水準から上下に動かず，そのラインを走

図 2 高須賀モデルのシミュレーション
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ることとなる(図 2参照)。そして αを大きくしていくと，次第に両部門の成長

率の格差が聞いていくこととなり，あるところから Gが 1以下になっていく。

つまり，第II部門の生産手段が縮小することとなる。ここには，まさにツガン・

パラノフスキーが描いた世界が現れることとなる。

ところで，第 I部門の不均等的発展には制限がある。このモデノレでは， G1と

Gzが正の比率で結ぼれているので，Gzは 1以下になってもマイナスにはなら

ず，それ故 Kz がマイナスになることもない。もし(l)~(6)式までのモデノレに戻

り，その上で， (10)式の代わりに，たとえば第 I部門の余剰生産手段の増加率を

上げていくとし，第II部門の余剰生産手段の残りの部分として決まってくると

しよう。こうした想定の下で，第 I部門の余剰生産手段の増加率を上げていく

と，第II部門が単純再生産に入る経路に到達する。そこから更に上げていくと，

マイナス成長が始まり，マイナス成長はいずれ第II部門の生産手段がゼロとな

り，更にマイナスになるところまで到達する。これは経済学的に意味のない経

路ということになる。その意味では，第II部門が単純再生産になるのがクリテイ

カノレ・ポイントということになる。この論点は次の高須賀[6 1で注目されるこ

とになるが，ここでシミュレーションは示さないで，結論だけに少し言及して

おこう。上限は初期条件等に依存しているが，この例では第 I部門の余剰生産

手段の増加率(g)が 50%になると，第II部門は単純再生産に収敬することとな

る。したがって，これが上限となる。成長の問題としていえば，第 I部門の成

長率 (g)を50%に近いところで走らせることが長期的にみれば，両部門の成長

経路が最も高い水準に収赦していくこととなる。産業循環の問題に引き戻せば，

第 I部門の不均等的拡大が続くとしても，その不均等的拡大には実は上限があ

るということになる。上限に到達したら，その後はそこで止まることとなるか

ら，高須賀のいう均等的拡大再生産のメカニズムが働くこととなる。その時ど

うなるかが次の高須賀C6 )の新たな論点となる。
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IV. r循環的資本蓄積の基礎モテ、ルJ (高須賀(6 )) 

1 モデ/レ

高須賀[6 Jでも，数量体系は高須賀[4 Jと同じであるから省略する。高須賀

( 4)で不十分であった価格体系は次のように改められる。

(ρ1(t)K1(t)+ωLl(t)) Rl(t) = ρ1(t)X1(t) 

(ρ1(t)K2(t)十UJL2(t)) R2(t) = P2(t)X2(t) 

に
du

内

川

町

哨

り

1

1

1

 

(

(

(

 

刷

"!

"

 

"
 

"

H

H

 

刷h

H

 

UJ=ω(t+l)ρ2(t) 

【記号】 ρ:価格 UJ:貨幣賃金率

R"組利潤率 (rを通常の利潤率とすると，R=l+r) 

ここでは，両部門の価格と利潤率が別々に動きうるように設定されている。

こうして，再生産の各局面毎に両部門の価格と利潤率が異なった動きをするこ

とが把握できることとなる。 ω(貨幣賃金率)は完全雇用に到達するまでは一定

と想定されている。したがって， (7)~(9)式から実質賃金率が決まると，第 II部

門の価格 (ρ2)は(17)式から決定される。したがって， (17)式を除いて考えると，K

や Lや Xは別に決定されるから，変数(未知関数)は Plと阿部門の利潤率(R1

とR2) の計3であり，方程式は 2 ((15)式と(16)式)であるから，自由度 1の体系

になっている。

価格体系の分析手法は，数量体系の分析手法と類似している。即ち，数量体

系で，第 I部門の優先的発展を外から与えるという形で体系を決定したように，

価格体系でも，第 I部門の価格が上昇するということを外から与えるという形

で体系を決定する。他方でω制式から，両部門の利潤率が第 I部門の価格に依

存する関係が与えられる。即ち，第 I部門の利潤率 (Rl)はρ1の増加関数にな

( 5) 高須賀(4)と高須賀(6 )の聞に高須賀 (5)があり，そこで初めて需給調整メカニ
ズムを扱っている。ただ，高須賀(5 )には，再生産の局面分析論や循環的資本蓄積論は
ないし，そこでの需給調整メカニズム論は，後に受け継がれているので本稿では対象とし

ないごととする。

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



50ー 香川大学経済論叢 50 

り，第II部門の利潤率 (R2)はρIの減少関数になる。したがって，好況局面で ρl

が上昇すると， Rlが上昇し，R2は低下するということになる。好況過程におけ

る実質賃金率の動向については，高須賀川〕からすでに与えられていたが，こ

の高須賀(6 1から利潤率の動向も与えることができるようになったというわけ

である。

この展開で注意すべきことは，両部門の利潤率をあの関数として説明してい

ることである。高須賀川〕では，貨幣賃金率 (w)が完全雇用に到達するまで一

定とされているので，そうした扱いになっているのであろう。しかし，そうし

た想定をはずして，wも変化すると考えると，両部門の利潤率はム/wの関数と

なる。ところが， (17)式をみればわかるように，実質賃金率 (ω)は別に決まって

くるから，貨幣賃金率と第II部門の価格 (ρ2)は比例関係になっている。たとえ

ば貨幣賃金率が上昇したとすれば，比例する形で第II部門の価格が上昇するこ

ととなる。したがって，貨幣賃金率が完全雇用に到達するまで一定であるとい

う想定は必ずしも必要ではないし，その想定を外す場合は両部門の利潤率は

ρdρzの関数であるといえばよいこととなる。要するに，ここで問題となってい

るのは，ムではなく， ρI/P2，即ち，相対価格なのである。したがって，高須賀

( 6 )では，両部門の価格と利潤が別に動くように設定され，好況過程の描写が

より詳しく展開できるようになっているようにみえるが，これもまたトウトロ

ジーなのである。相対価格が第 I部門に優位に上昇するとすれば，第 I部門の

利潤率が上昇し，逆の場合は第II部門の利潤率が上昇するというのであれば，

それは論証するまでもないことである。本来なら証明すべき点(それは，相対

価格上昇がいかなるメカニズムで発生するのかであり，それが解明できればそ

の価格がいかなるメカニズムで崩落するのかもわかるはずでPある)を外から与

えてしまっているため，でてくる結論は経済学的に興味あるものではない。の

みならず，ここでも投資関数が除かれていることが実は致命的な欠陥となって

いる。即ち，高須賀モデ、ルでは相対価格の変化によって利潤率 (R1，品)の動き
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が与えられることとなっているが，その場合，もし Rl>品なら，第II部門から

第 I部門への資本移動が起こると想定するのが当然であろう。部門間移動も含

んだ投資関数を設定するならそうならざるをえない。ところが，高須賀モデル

では蓄積率は利潤率の動向によって決まるという形になっておらず， (そもそも

投資関数がないので)利潤率の動向と蓄積率の動向とは独立に与えられること

となっている。したがって，Rl>Rzであるにもかかわらず，第 I部門から第II

部門への資本移動が起こるケースが理論的に想定されることになる。高須賀

[ 6 )では，そうしたケースを「考慮の外においてよいと考える」とし，その根

拠を「資本制経済では利潤率の低い部門から高い部門への資本移動が行われる

のが原則であるJ (361頁)からであるとしている。しかし，原則があてはまら

ないケースがでてくるのは，この場合は，明らかにモデJレそれ自身の欠陥であ

るといわなければならない。高須賀モデルのように蓄積率を外から与えるので

はなしたとえば蓄積率を利潤率の関数としたら，こうしたことは起こらない

し，更に，高須賀モデノレのように相対価格を外から与えるのではなしたとえ

ば蓄積率の動きによって(それ故，投資需要の動きによって)相対価格の動き

が与えられるとするなら，モデ、ノレの動きはすべて内生的に決まってくることと

なる(相対価格→利潤率→蓄積率→相対価格)。

2 再生産の局面分析

高須賀(6 Jでは，出発点としての単純再生産は設定されていない。そして，

不況期は第 I部門の成長率が第II部門より低いとし，これが逆転して，第 I部

門の不均等成長が始まるのを好況過程への突入としている。しかし，ここでは

こうした不況から好況への突入の契機自体は何も説明されていない。したがっ

て高須賀(6 Jでは，焦点は第 I部門の不均等成長経路がいきづまって恐慌とな

るところに絞られることとなる。ここでは恐慌は 2段階に分けられている。

第一段階。第 I部門の不均等成長の最大成長経路は，技術係数によって決まっ

てくるが，その極点に到達した場合，第 I部門は同じ成長率を維持することと
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なり，高須賀モデルの論理にしたがう限り，それは必然的に均等拡大再生産経

路に移ることとなる。しかしそのためには，第II部門の成長率も高くなければ

ならないが，それには実質賃金率の低下が必要である。これは「生産と消費の

矛盾」であり，実質賃金率が低下しなければ，実現恐慌が勃発することとなる。

「両部門とも高利潤率を維持するためには実質賃金率の低下が伴わなければな

らない点にこそ『生産と消費の矛盾』があるといえよう J (362~363 頁)。

第二段階。もしかりに均等成長経路が成立したとしても，その成長率が労働

力の成長率より高ければ，完全雇用の壁にぶ、つかる。こうして「資本の絶対的

可能生産」が成立する。

高須賀(6 Jの恐慌・産業循環論のうち，第二段階の「資本の絶対的過剰生産」

は資本過剰説であり，この問題点は別に検討されるべきであるから，いまここ

で取り上げる必要はない。したがって，問題は第一段階の議論である。第 I部

門の不均等発展に上限を設定しておいて，そこに到達し，転換点=恐慌を設定

するという論理は新たな論理である。補論 2で述べたように，実際にシミュレー

ションを実行してみると，このことは確認でき，高須賀(6 Jが主張するように，

実質賃金率は急落することとなる。しかも，この実質賃金率の急激な低下を「生

産と消費の矛盾」と呼ぶこともできる。こうして，高須賀(4]では商品過剰説

に言及しながら，その中心論点たる実質賃金率の動向や「生産と消費の矛盾J

にまで展開しえなかったが，この高須賀(6 Jでは，そうした論点に始めて踏み

込むこととなった。しかし，この「生産と消費の矛盾」と恐慌の結び付きはき

わめて奇妙なものである。実質賃金率が低下しなければ恐慌になるということ

は，実質賃金率が高ければ恐慌になるということであるから r生産と消費の矛

盾」が緩和すれば恐'慌になるというものとなる。これは通常考えられている「生

産と消費の矛盾」と恐慌との関係とは逆である。というのは，通常の「生産と

消費の矛盾」では，その激化即ち労働者の消費が制限されていることが，生産

の無制限的な発展と衝突するという形で恐慌が与えられるが，高須賀(6 Jの場
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合は「生産と消費の矛盾」の緩和が恐慌となるからである。これは従来商品過

剰説が与えてきた「実現恐慌」論とは全く異質な論理構成である。この奇妙な

論理構成は，次の高須賀(7)で放棄されることとなる。

v. ~鉄と小麦の資本主義~ (高須賀(7))

この著作で使われているモデルは，高須賀[4 Jや高須賀[6)をそのまま継承

しているので，ここでは言及しないこととする。ただ，数量体系と価格体系の

うち，価格体系には次のような説明が加わっている。即ち，第 I部門の需給関

係で，超過需要が発生した場合，需要は結局充たされないから，生産計画の強

制庇縮が生じ，先のω式と(16)式で決まる市場清算価格が成立することとなる。

高須賀[7)は，この時，超過需要の累積過程が発生すると説明する。その根拠

は r生産財の供給者である第 l部門の実現利潤率は高まるからこの部門に次期

の生産計画は強気の線で進められ，銀行融資も相対的に潤沢に行われる。この

ことは，次期の両部門の資金獲得比率 (Mν'M1) したがって (ι/K1)が低下する

ことを意味する。他方，生産財の需要者の側には主体的均衡の未達成(生産計

画の強制縮小)の後遺症が残っている。これを達成させたい意欲は強い。需要

者と供給者に見られるこれら 2つの勢力の合成される結果として，次期の生産

財の需給関係は再び超過需要となるJ(140頁)。われわれは，高須賀(6 )では新

しく定式化された価格体系がトウトロジー以上の何かを付け加えていないと批

判したが，それを克服する試みがこれであったかもしれない。しかし残念なが

ら，これは証明になっていないし，証明するに必要な道具を用意していない。

即ち，ここでは生産財に対する需要も供給も増加するであろうといっているだ

けであり，それだけでは，超過需要が累積するとはいえないし，累積するかど

うかは別に証明が必要である。証明するには，需要を構成する資本家の投資行

動を明示的に導入してこなければならない。この高須賀(7)でも資本家の投資

関数論は一切展開していないから，高須賀モデルが持っていた限界は最終的な
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高須賀(71でも克服することはできなかったという以外にない。

では，ここでの恐慌論はどうなっているのであろうか。高須賀経済学にとっ

ては，恐慌・産業循環論は経済原論体系の不可欠の一環である。したがって，

恐慌・産業循環論も体系的に述べられている。基本的には，宇野恐慌論=資本

過剰説が踏襲されているが，ここでも，その上に商品過剰説・「生産と消費の矛

盾」論を付け加えようとする。資本過剰説と商品過剰説の接合である。ところ

が，この場合も成功していない。ここでも，まず成長率の自由度方程式を使っ

て，再生産の局面分析を行っており，好況過程が第 I部門の優先的発展になる

とする。ところが I第 I部門の優先的発展は，そのメカニズムの中には，反転

の契機をもっていないJ(176頁)。これをみる限り，高須賀(6 )にみられた第一

(6 ) 高須賀論文全体を通してみてみると，次のことが推測できょう。最初の高須賀(4 )は，

表題は「再生産の局面分析」となっているが，これには副題が付いていて，それは「循環

的蓄積論序説」となっている。この意味を循環的蓄積論を本格的に展開するためには，

循環的価格変動論を中核にすえた不均衡の累積分析を行わねばならない。この点は本論

の範囲外にある」からであるとしている (204~205 頁)。ところが高須賀川)では，表

題が「循環的資本蓄積の基礎モデル」となっている。とすると，先生自身の意識のなかで

は，この論文から循環的蓄積論を本格的に扱っていると自負されていたのかもしれない。

われわれが言及したように，高須賀(6 J以降では，価格変動についての扱いも変化して

きている。にもかかわらず，その価格分析は循環的価格変動論になっていないというのが

われわれの見解である。

(7) 高須賀モデノレとほぼ同様の分析を試みたものとして，長島(10)がある。そしてそこで

は，投資関数なるものが設定されている。しかしそれは投資関数になっていない。長島

(10)の投資関数は，高須賀モデルの記号と式を使えば次のようになる。

Gl{t) = 1+α(Rl{t)一1)，G叩)= 1+b(R2{t)一1) a， b>O 
(この他に，利潤率の差に比例して成長率の差が決まってくるという式が加わっている

が，それを含めると投資関数だけで過剰決定となってしまう)。長島 (10)は，まず好況

過程では相対価格が上昇するとする。理由はたとえば「第 1部門は建設期間が長しした

がって需給の調整速度が遅いJ (54頁)からというのであるが，そうした関係がモデルの

なかに設定された上で相対価格の上昇が導かれているのではないので，事実上，外から与

えただけのものとなっている。しかしそれはいま問わないこととしよう。理由は何であ

れ，相対価格を与えれば高須賀モデルでは利潤率は決定される。利潤率が決まると，長島

(10)の投資関数なるものは， G1とG2を決定することとなるが，これは高須賀モデルの

(7)式をみればわかるように，(Q(t)は初期値として与えるから)明らかに過剰決定であ

る。長島 (10)の分析では，この投資関数を断片的に使って体系の動きを説明しているだ

けで，たとえば数学的にきちんと解くようなことはしていないので，過剰決定であるとい

う問題点にさえ気づいていないのである。
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段階という議論(奇妙な「生産と消費の矛盾」と恐慌の関係)は消えているが，

その説明に問題があったからかどうかはわからない。引用した文章のうち r反

転の契機」についていえば，われわれもそもそも投資関数論なくしては商品過

剰説的な反転の契機を与えることはできないで、あろうと考える。その意味では，

これは最初に構成したモデノレそれ自身の限界である。もちろん，投資関数さえ

与えれば簡単に説けるというものではないが，少なくともそれさえ与えないの

であれば到底無理であろうということになる。

ところで，第 I部門の優先的発展は，特殊な状況が発生しない限り実質賃金

率の低下局面となるが，高須賀(71では，ここに「生産と消費の矛盾」を積極

的に設定する。即ち， r(1)第 1部門の優先的発展は，将来の消費財生産拡大の生

産力的基盤の形成である， (2)その過程では実質賃金率は低下する，これがわれ

われの理解では生産と消費の矛盾』である。この生産力基盤を有効に利用で

きれば，資本主義で労働力の天国が実現できるはずであるが，階級関係がこれ

を制約する。ここに恐慌の必然性の最深の基礎があるJ (175"-'176貰)。ここに

引用した限りでは，井村cllと類似した議論を展開している。しかし，それはい

くら展開しでも(高須賀モデルが井村(lJのように rf>cFJの問題を導入しな

い以上)，反転しないことに変わりはない。そこで高須賀C7Jは，最後に反転の

契機として資本過剰説をもってきている。これはかつて富塚(9)が展開した議論

である。ところが，これがでてくると，拙稿(ll)で富塚説を批判したように，

(実質賃金率が上昇するかどうかはわからないが)消費は上昇するであろうか

ら，第 I部門の優先的発展は終わり(高須賀(7)の176頁の最後の行にもそうし

た記述がある)，それ故「生産と消費の矛盾」も解消することとなる。「生産と

消費の矛盾」が解消するとすれば，商品過剰説が登場する余地はない。かくし

て結局，資本過剰説と商品過剰説との折衷は成功しないということになる。し

かしにもかかわらず，先に引用したように「生産と消費の矛盾」が「恐慌の必

然性の最深の基礎」であると主張している。これは，資本過剰説と商品過剰説
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の折衷を試みた論者がほとんど主張する点であるが，誰一人としてこれを証明

した者はいない。その意味では，ここには越えることができなかった壁があっ

たのである。商品過剰説を取り入れることができず，最終的に資本過剰説に回

帰するなら，そもそも第 I部門の優先的発展等の議論(それは証明したもので

はなく，モデJレの外から前提したにすぎない)は必要ではなしそれ故「再生

産の展面分析」も必要ではないということになる。

VI.まとめ

以上で，高須賀(3 1から高須賀(7)までの議論の流れをフォローしてきた。こ

こで，それを批判的に総括してみよう。

高須賀(31では，再生産表式を数式的に定式化し，再生産表式を展開する場合

の自由度(あるいは不自由度=限界)を明らかにした。これに対して，高須賀

C41以降に提起された新たなモデルは，数量体系と価格体系をきちんと区別し，

それらの変数聞の依存関係を明示的な形に定式化したものである。モデ、ノレ自体

は評価されてよいであろうし，高須賀(7Jではさまざまな問題を説くのに使われ

ている。しかし，ここでの問題は，そうしたモデルを使って，恐慌・産業循環

や再生産の局面分析をいかに解明してみせたかである。われわれの結論は次の

ようにまとめられる。

(1) 高須賀(4Jで与えられた「再生産の局面分析」論は，必然的に「恐慌・産業

循環」論に展開せざるをえないものであった。そして，展開された高須賀「恐

1 慌・産業循環」論は，基本的には宇野的な資本過剰説を踏襲していた。ただ，

どこかでそれに満足できなかったようである。そこで，資本過剰説と商品過

剰説の折衷という道を模索することとなり，自ら作成したモデルを展開する

ことによってその道を切り開こうとしたのであろう。それが，高須賀(4Jから高

(8 ) 戦後のアメリカ経済を例にとって，実証的な観点から資本過剰説と商品過剰説の違い

を比較検討したものとして， Sherman， H J ， Cyc1ical Behavier of the Labor Share， 
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須賀(7Jにいたる議論の流れであった。しかし残念ながら，その議論は中途半

端なままに終わってしまったといわざるをえない。なぜ、であろうか。

(2) 恐慌・産業循環論に近づく道はいくつかに分かれている。再生産表式が議

論の出発点にあったとすれば，恐慌・産業循環論に近づくべき本来の道は，

再生産表式には登場しえない資本家の投資関数を導入することで、あった。こ

の道をもっとも先駆的に開始したのはいうまでもなく置塩CZ.lであった。もち

ろん，置塩(2Jをみればわかるように，投資関数を導入することが必ず商品過

Revzeωof Radzcal Politiω1 Ewnomi仏 22-2/3がある。そこでは，まず，労働分配率=

実質賃金率/労働生産性であるから，実質賃金率と労働生産性の動向とその結果として

の労働分配率の動向を， 1949 年~1982 年のアメリカ経済で検証する。すると， 1970年を

墳として少し動きが異なることがわかる。もちろん大きくいえば，いずれの期間も，労働

分配率は産業循環の拡大過程では低下し，後退過程では上昇することになるが，

1949~ 1970年の期間ではt広大のピークの前に，労働分配E容が上昇するという点が異なっ

ている。ここから， 1949~1970 年までの期間では，労働分自己率の上昇→労働コストの上昇

が景気後退の原因になったという意味で，資本過剰j説があてはまり， 1970~ 1982年までの

期間では，労働分配率の低下→有効需要の減少が景気後退の原因になったという意味で，

商品過剰説があてはまるようにみえる。そこでシャーマンは，更に実質賃金率や労働生産

性に影響を与えるものとして，資本稼働率と失業率の動きを分析する。即ち，産業循環の

拡大過程では資本稼働率が上昇してくるが，資本家は追加労働力を生産の拡大に対応す

る形では雇用しないから，利潤率の上昇→労働分配率の低下→有効需要の不足が起こる

(商品過剰説)。しかし拡大過程では同時に，比率が小さいとはいえ雇用は拡大するから，

それは失業率の低下をもたらすこととなる。失業率の低下は必然的に実質賃金率の上昇

→手IJi問怒の低下をもたらす。しかしシャーマンは，失業率の低下から実質賃金の上昇まで

には，実は時間の遅れが伴うから，この現象は少し遅れて，したがって景気の後退局面に

なってから始めて出現する(資本過剰説)としている。

シャーマンは，今後この実証分析を踏まえて，産業循環論を提起する予定であると書い

ているが，以上のような要約が正しいとすれば，資本過剰説と商品過剰説の接合であるよ

うに思われる。その場合問題となるのは，商品過剰説の部分であろう。つまり，有効需要

の不足がいかに景気後退(いわゆる景気の反転)をもたらすかの説明が鍵となるであろ

っ。
なお，実証分析についていえば，次のような問題点もある。たとえば 1949年から 1970

年までの産業循環を平均的に捉えて，その傾向を分析するということでよいのだろうか。

そこには，産業循環固有の問題と戦後資本主義の構造的な問題とが混在しているはずで

ある。たとえば，アメリカのスタグプレーションを説明するものとして登場してきた「産

業予備軍効果」は，そこに戦後資本主義の構造的な変化をみているからこそ，興味深い分

析たりうるのであり，単なる資本過剰説の再現であるとするなら，それはほとんど意味を

持たないであろう。恐慌・産業循環論についても， (宇野理論の表現を借りれば)原理論

と段階論と現状分析論が必要なのではないだろうか。
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剰説を展開することになるというわけではない。しかし，商品過剰説を展開

するなら，それは必要不可欠で、あった。ところが高須賀(4)以降で採用された

のは，逆で，資本家の蓄積率は変数から落とし，たとえば第 I部門の優先的

発展の経路を外部から与える(これを与えれば，資本家の投資行動は自動的

に決まってくる)という方法であった。こうした分析方法は，証明すべきこ

とを外から前提するため，反転の契機をモデノレそれ自身から与えることはで

きず，反転の契機が与えられないようでは，恐慌・産業循環論も再生産の局

面分析論も貧困なものとならざるをえない。こうして，商品過剰説に接近し

ようとしながら，商品過剰による反転を説明できないため，商品過剰説を取

り入れることはできなかったのである。

(3) 資本過剰説にとっては最初から「再生産の局面分析」論は不要であるから，

商品過剰説を展開し得ない「再生産の局面分析」論は，説明すべきことを外

から与えてそれをもう一度確認するというだけの単なるトウトロジーになら

ざるをえないのである。

本稿における批判の中心点は，資本家の投資関数論なくしては(商品過剰説

的な)産業循環論は構築しえないし，そうした産業循環論なくしては再生産の

局面分析も意味をもちえないというものであった。それはきわめて常識的な批

判である。こうした批判なら先生自身も覚悟されていた批判点であったろうか

ら，追悼論文として取り上げられる論点としては，先生にとっても不満足な論

点、であったかもしれない。しかし，産業循環論なくしては平均化機構論は成立

しえず，平均化機構論の構築なくしては価値法則に基づく平均的世界(高須賀

原理論)を与えることはできない。それ故，こうした論点を充分展開しえなかっ

たことが，高須賀原理論がかつてインフレーション論が与えたようなインパク

トを学会全体に与えることができなかった理由ではないかと思われる。その意
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味では，先生にとっても心残りであったかもしれない。しかし，いまは心から

先生の御冥福を祈りたい。
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